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身体運動に関わる活動を行う自立活動室の整備事例

学校施設のバリアフリー化の事例（スロープの設置）

５．施設のバリアフリー化の促進

学校施設の整備については、障害のある幼
児児童生徒が支障なく学校生活を送るために
障害の種類や程度に応じたきめ細かな配慮を
行うよう、学校種別の「学校施設整備指針」
において、施設の計画・設計上の留意点を示
している。特別支援教育制度への転換を受
け、平成１９年７月に当該指針の改訂を行った
際には、障害のある幼児児童生徒、教職員等
が安全で円滑に学校生活を送ることができる
ように、障害の状態や特性、ニーズに応じた
計画とすることなど、学校施設全体のバリア
フリー化に関する記述を充実させている。こ
のほか、学校施設のバリアフリー化に関する
基本的な考え方や計画・設計上の留意点を示
した「学校施設バリアフリー化推進指針」を
策定するとともに、具体的な取組を事例集と
して取りまとめている。また、平成２３年７月
に東日本大震災の被害を踏まえ取りまとめた
「「東日本大震災の被害を踏まえた学校施設
の整備について」緊急提言」では、災害時に
応急避難場所となる学校施設におけるバリア
フリー化の必要性について示している。これ
らの指針や事例集等は、地方公共団体等に配
布するとともに、研修会等を通じて普及啓発
に努めている。
さらに公立学校についてはエレベーターな
どのバリアフリー化に関する施設整備につい
て国庫補助を行うなど、各地方公共団体など
によるバリアフリー化の取組を支援してい
る。
なお、公立特別支援学校に対する設備の補
助については平成１７年度から税源移譲されて
いる。
また、私立の特別支援学校並びに小・中学
校の特別支援学級において、障害に適応した
教育を実施する上で必要とする設備の整備を
学校法人が行う場合に、国がその一部を補助

している。補助対象となる設備には、立体コ
ピー設備、FM等補聴設備、VOCA（音声表
出コミュニケーション支援装置）、携帯用防
犯ベル、スクールバスなどがある。

第２節

雇用・就労の促進施策
近年、障害のある人の就労意欲が着実に高
まっている中で、就労による障害のある人の
社会参加を実現しより多くの就職を実現し、
障害のある人が地域社会で、自立していきい
きと暮らせるよう、障害者雇用対策の一層の
充実を図っていく必要がある。
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１．障害のある人の雇用の場の拡大

（１）障害者雇用の現状

ア 平成２３年障害者雇用状況報告
現在、身体に障害のある人又は知的障害の
ある人を１人以上雇用する義務がある民間企
業（常用雇用労働者数５６人以上）については、
毎年６月１日時点の障害者雇用の状況を報告
することになっている。平成２３年の報告結果
は次のとおりである。

① 民間企業の状況（図表１－５５）
平成２３年６月１日現在の障害のある人の雇
用状況は、障害のある人の雇用者数が８年連
続で過去最高を更新し、３６６，１９９人（前年同
日３４２，９７３．５人）となるなど、一層進展して
いる。このうち、身体に障害のある人の雇用
者数は２８４，４２８人（前年同日２７１，７９５人）、知
的障害のある人の雇用者数は６８，７４７人（前年
同日６１，２３７人）、精神障害のある人の雇用者
数は１３，０２４人（前年同日９，９４１．５人）と、３
障害とも前年より増加していた。
また、民間企業が雇用している障害のある
人の割合は１．６５％（前年同日１．６８％）（※）
であった。
企業規模別に割合をみると、５６～１００人未
満規模では１．３６％、１００～３００人未満規模では
１．４０％、３００～５００人未満規模では１．５７％、
５００～１０００人未満規模では、１．６５％、１，０００人
以上では１．８４％であり、１，０００人以上の大企
業では、法定雇用率（１．８％）を上回ってい
る。
一方、法定雇用率を達成した企業の割合は

４５．３％と依然として半数に満たない状況で
あった。さらに、雇用されている障害のある
人の数については、すべての企業規模で前年
の報告より増加した（図表１－５６）。

② 国・地方公共団体の状況（図表１－５７）
国の機関（法定雇用率２．１％）に在職して
いる障害のある人の割合、勤務している障害
のある人の数はそれぞれ２．２４％、６，８６９．０人
であった。
また、都道府県の機関（法定雇用率２．１％）
は２．３９％、７，８０５．０人であり、市町村の機関
（法定雇用率２．１％）は、２．２３％、２３，３６３．０
人であった。
さらに、都道府県等の教育委員会（法定雇
用率２．０％）は１．７７％、１２，１５４人であった。
国、地方公共団体ともに、勤務している障
害のある人の数は前年同日の報告より増加し
た。

イ ハローワークの職業紹介状況
平成２３年度のハローワークを通じた就職件
数は、平成２２年度を上回る５９，３６７件（前年度
比１２．２％増）であり、２年連続で過去最高を
更新した。このうち、身体に障害のある人は
２４，８６４件（前年度比２．６％増）、知的障害のあ
る人は１４，３２７件（前年度比８．８％増）、精神障
害のある人は１８，８４５件（前年度比２９．５％増）、
その他の障害のある人（発達障害、難病のあ
る人、高次脳機能障害などのある人）は１，３３１
件（前年度比３７．１％増）であった。
また、新規求職申込件数は１４８，３５８件（前
年度比１１．８％増）となり、このうち、身体に
障害のある人は６７，３７９件（前年度比５．１％減）、
知的障害のある人は２７，７４８件（前年度比７．５％
増）、精神障害のある人は４８，７７７件（前年度
比２３．０％増）、その他の障害のある人は４，４５４
件（前年度比４０．４％増）であり、前年度同様
に精神障害のある人やその他の障害のある人
の申込件数が大きく増加していることが分か
る。

※平成２２年７月に制度改正（短時間労働者の算
入、除外率の引き下げ等）があったため、前
年と数値を単純に比較することは適当でない
状況。②においても同様。
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（２）障害者雇用対策について

ア 障害者雇用対策の基本的枠組み
障害者施策の基本理念であるノーマライ
ゼーションの実現のためには、職業を通じた
社会参加が重要である。この考え方の下に障
害者雇用対策の各施策を推進している。
また、その実施に当たっては、平成４年に
批准した ILO第１５９号条約（障害者の職業リ
ハビリテーション及び雇用に関する条約）を
踏まえ、すべての障害の種類を対象として施
策の推進に努めている。特に、施策の推進に
当っては、障害のある人の雇用の動向を踏ま
えた将来展望及び各施策の展開の障害者雇用
施策全般における位置づけを明確にしつつ、
総合的かつ計画的・段階的に推進していくこ
とが重要である。このため、「障害者の雇用
の促進等に関する法律（昭和３５年法律１２３号）
（以下「障害者雇用促進法」という。）」や同
法に基づく「障害者雇用対策基本方針（平成
２１年厚生労働省告示第５５号）」等を踏まえ、
障害のある人、一人ひとりがその能力を最大
限発揮して働くことができるよう、障害の種
類及び程度に応じたきめ細かな対策を講じて
いる。
なお、障害のある人の権利及び尊厳を保
護・促進するための包括的、総合的な国際条
約である障害者権利条約に対する労働・雇用
分野での対応については、平成２０年４月から
厚生労働省で、「労働・雇用分野における障
害者権利条約への対応の在り方に関する研究
会」を開催し、平成２１年７月に中間整理を取
りまとめた。これを踏まえ、平成２１年１０月か
ら労働政策審議会障害者雇用分科会で検討を
行い、平成２２年４月にこれまでの議論の中間
的な取りまとめを行った。平成２３年１１月から
は、これまでの議論を踏まえつつ、更に検討
を進めるため、厚生労働省で「労働・雇用分
野における障害者権利条約への対応の在り方

に関する研究会」を開催している（（３）参
照）。

イ 障害者雇用率制度及び法定雇用率の達成
に向けた指導

① 障害者雇用率制度
（ア）障害者雇用率制度
現在、障害者雇用促進法では、民間企業等
に対し、一定の割合（法定雇用率）以上の障
害のある人の雇用を義務づけている。法定雇
用率は、企業の社会連帯の理念に基づき、身
体に障害のある人又は知的障害のある人に一
般労働者と同じ水準の雇用を、各事業者が平
等な負担で実現することを目的として設定し
ている。昭和３５年の制度創設時、民間企業の
法定雇用率は努力義務として事務的事業所
１．３％、現場的事業所１．１％であった。その
後、昭和５１年に義務化、昭和６３年と平成１０年
に率を改正し、平成１０年以降は１．８％となっ
ている。なお、国等の公的機関については、
率先垂範すべき立場にあることから、民間企
業を上回る２．１％（都道府県等の教育委員会
は２．０％）としている。
（イ）特例子会社制度等の特例措置
障害者雇用率制度は企業単位で適用するも
のであるため、例えば、いわゆる親会社と子
会社の関係にある企業であっても法人格が異
なれば、当然別々に取り扱うものである。
しかしながら、現行の制度では、事業主が
障害のある人の雇用に特別の配慮をした子会
社（特例子会社）を設立した場合には、一定
の要件の下でこの特例子会社に雇用されてい
る労働者を親会社に雇用されている者とみな
して、雇用している障害者の割合（以下「実
雇用率」という。）を計算できる特例措置を
設けている。これが「特例子会社制度」であ
る。特例子会社制度は、障害のある人の特性
に配慮した仕事の確保・職場環境の整備が容
易となり、これにより障害のある人の能力を
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十分に引き出すことができるなど、事業主及
び障害のある人双方にメリットがあると考え
られることから、障害のある人の雇用の促進
に資する手段のひとつである。平成２４年３月
末現在で３４０社が特例子会社として認定して
いる。
なお、特例子会社を持つ親会社について
は、関係する他の子会社も含め、企業グルー
プでの実雇用率算定を可能としている。
このほか、特例子会社がない場合も、一定
の要件を満たす企業グループとして厚生労働
大臣の認定を受けたものについては、企業グ
ループ全体で実雇用率を通算できる「企業グ
ループ算定特例」を設けている。
さらに、中小企業の場合、単独で障害のあ
る人を雇用するために十分な仕事量を確保す
ることが困難な場合も少なくないため、複数
の中小企業が事業協同組合等を活用して共同
で障害のある人の雇用機会を確保し、一定の
要件を満たすものとして厚生労働大臣の認定
を受けたものについては、事業協同組合等と
その組合員である中小企業で実雇用率を通算
できる「事業協同組合算定特例」を設けてい
る。

② 法定雇用率の達成に向けた指導の一層の
促進
障害者雇用率制度の履行を確保するため、
ハローワークで、法定雇用率に実雇用率が満
たない（未達成）企業に対し、指導を行って
いる。
（ア）民間企業等に対する指導
民間企業に対する指導は、ハローワークが
実雇用率の著しく低い企業に対し、２年間
（平成２３年までは３年間）をその計画期間と
した障害のある人の雇入れ計画の作成を命
じ、その期間内で計画を着実に実施し、障害
者雇用を進めるよう継続的な指導を行ってい
る。また、計画を作成したものの、障害のあ

る人の雇用が進まず、計画の実施が進んでい
ない企業に対しては、計画が適正に実施され
るよう勧告を行い、一連の指導にもかかわら
ず、障害者の雇用状況の改善がみられない企
業については、企業名を公表している。
平成２０年から３年間を計画期間とする雇入
れ計画を作成していた企業のうち、計画終期
で一定の改善が見られなかった８０社に対し企
業名公表を前提とした特別指導を行い、なお
一定の改善が見られなかった２社（スカイ
マーク株式会社、株式会社ホスピタリティ）
について平成２４年３月に企業名を公表した。
あわせて、平成２２年３月に企業名を公表した
企業で、依然として改善がみられなかった１
社（株式会社RAJA）について平成２４年３月
に企業名の再公表を行った。
なお、平成２４年から、雇入れ計画期間を３
年から２年へ短縮するなど指導の実効性の向
上を図っている。
そのほか農林水産省においては、農業者に
障害者就労の先進事例や就労マニュアル等の
普及啓発を行うとともに、障害者支援のため
の研修会の開催等を実施している。
（イ）国・地方公共団体に対する指導等
国及び地方公共団体の機関については、民
間企業に率先垂範して障害のある人の雇入れ
を行うべき立場にあることを踏まえ、国及び
地方公共団体の各機関の人事担当幹部に対
し、計画的な採用を図るよう要請を行ってい
る。
すべての公的機関は、毎年６月１日現在の
雇用状況を発表するとともに、未達成である
機関については、障害のある人の採用に関す
る計画を作成しなければならない。また、そ
の計画が適正に実施されていない場合には、
計画が適正に実施されるよう厚生労働大臣が
勧告を行っている。
平成２３年６月１日現在の障害のある人の雇
用状況では、国・地方公共団体で勤務してい
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る障害のある人は前年よりも増加しているも
のの、特に都道府県等の教育委員会では、未
達成である機関が多くみられることから（法
定雇用率未達成である都道府県教育委員会は
４７機関中３３機関）、指導を行っている。平成
２４年３月には、障害者雇用状況の改善が見ら
れなかった１７都道県教育委員会に対し、厚生
労働大臣から計画の適正実施に関する勧告を
行った。
なお、平成１９年１２月に障害者施策推進本部
で決定した後期重点施策実施５か年計画（以
下「後期５か年計画」という。）において、
「２０１２（平成２４）年度までにすべての公的機
関で障害者雇用率を達成する」という目標を
掲げており、その目標の達成に向け未達成の
公的機関に対する指導を、引き続き徹底して
いる。
また、平成２０年度から、精神障害のある人
の雇用を推進する観点から、本府省等におい
て「公務部門における精神障害者の職場体験
実習」を実施しており、平成２３年度までに全
府省等において実施した。
さらに、平成２３年度には、地方７ブロック
（ブロックごとに１機関）において「地方機
関における精神障害者の職場体験実習」を実
施するとともに、当該実習の成果等を踏まえ
て「公務部門における障害者雇用推進に関す
る地方別実務研究会」を各ブロックにおいて
開催した。

ウ 障害者雇用納付金制度（図表１－５８）
障害者雇用促進法は、障害者雇用率制度に
加え、障害のある人の雇用に伴う事業主の経
済的負担を調整するとともに、障害のある人
の雇用を容易にし、社会全体として障害のあ
る人の雇用水準を引き上げるため、障害者雇
用納付金制度を設けている。この制度では、
法定雇用率未達成の民間企業（常用雇用労働
者数２００人超）から納付金を徴収するととも

に、一定水準を超えて障害のある人を雇用し
ている民間企業に対しては、障害者雇用調整
金、報奨金を支給している。
このほか、障害のある人を雇い入れるため
に施設、設備の改善等を行う事業主等に対す
る助成金の支給や在宅就業障害者に仕事を発
注する事業主に対する在宅就業障害者特例調
整金等の支給を行っている。

エ チャレンジ雇用
各府省・各地方公共団体で知的障害のある
人等を非常勤職員として雇用し、１～３年の
業務の経験を積んだ後、ハローワーク等を通
じて一般企業等への就職の実現を図る「チャ
レンジ雇用」を推進している。
平成２０年度には全府省で採用に向けた取組
を実施し、２３年度も引き続き取組を行った。

オ 職業リハビリテーションの実施
障害者雇用促進法において、職業リハビリ
テーションとは、「障害者に対して職業指導、
職業訓練、職業紹介その他この法律に定める
措置を講じ、その職業生活における自立を図
ること」（同法第２条第７号）としている。
これに基づき、障害者が職業を通じて社会参
加できるよう、ハローワーク、地域障害者セ
ンター、障害者就業・生活支援センターなど
の機関を中心に障害者が適当な職場に就き、
それを継続し、それにおいて向上することが
できるようにするための職業に関するサービ
スを実施している（１００ページ２（１）参照）。

カ 助成金等による企業支援や普及啓発活動
国では、民間企業が無理なく、かつ積極的
に障害のある人を雇用できるよう、障害のあ
る人を雇用した場合などに助成金を支給して
いる。
例えば、身体に障害のある人や知的障害の
ある人、精神障害のある人を継続して雇用す
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る労働者として雇い入れる民間企業に対して
助成する「特定求職者雇用開発助成金」や障
害のある人が働きやすいよう職場の環境整備
をした場合に費用の一部を支給する「障害者
雇用納付金制度に基づく助成金」等を支給し
ている。
また、平成２３年度には、重度の知的障害の
ある人や精神障害のある人等の職場支援を行
う者を配置した民間企業に対し助成を行う
「職場支援従事者配置助成金」や重度の障害
のある人を多数雇い入れ、地域の障害のある
人の雇用の促進に資する取組に関する計画を
提出し、当該計画が他の計画に比して著しく
優れていると認められる民間企業に対し、当
該障害のある人のための施設設置等に要した
費用の一部を助成する「重度障害者等多数雇
用施設設置等助成金」を創設した。
助成金のほか、民間企業等が積極的に障害
のある人の雇用を進めるためには、障害のあ
る人の雇用管理に関する先進的な事例等を普
及啓発する必要がある。そのため、各種マ
ニュアル等を発行し、民間企業等への配布す
る等を通じて障害者雇用の啓発を行ってい
る。例えば、視覚障害のある人については、
「視覚障害の雇用事例集～支援機関を活用し
て職域拡大に取り組む～」（平成２３年３月）
の好事例集を作成し、民間企業等に配布する
ことで、民間企業等が視覚障害のある人の働
く姿を具体的にイメージ持てるように、その
普及に努めている。
また、厚生労働省では、９月の「障害者雇
用支援月間」にあわせて、障害のある人を積
極的に多数雇用している事業所や職業人とし
て模範的な業績をあげている障害のある人に
対し、厚生労働大臣表彰を行い、障害者雇用
に対する国民の関心と理解を一層深めること
を目指している。平成２３年度には３２の事業所
と３７の働く障害のある人を表彰した。

キ 税制上の特例措置 （図表１－５９）
障害のある人を雇用する民間企業に対し、
税制上の各種の特例措置を講じている。その
うち、障害者を多数雇用する場合の機械等の
割増償却措置については、重度障害のある人
の一層の雇用促進を図る観点から、平成２３年
度税制改正により適用対象となる民間企業の
範囲を拡充している。

（３）今後の障害者雇用の在り方の検
討について

現在、平成２２年６月に閣議決定した「障害
者制度改革の推進のための基本的な方向につ
いて」等を踏まえ、障害者雇用促進制度にお
ける障害者の範囲等の在り方等について検討
するため、有識者、企業関係者、労働組合、
障害団体等を参集し、厚生労働省で次の３つ
の研究会を開催している。２４年夏頃を目途に
各研究会の取りまとめを行う予定である。
①障害者雇用促進制度における障害者の範囲
等の在り方に関する研究会
障害者雇用促進制度や雇用率制度におけ
る障害者の範囲等について検討（平成２３年
１１月１８日に第１回を開催）
②労働・雇用分野における障害者権利条約へ
の対応の在り方に関する研究会
差別禁止等枠組みの対象範囲や合理的配
慮の内容、合理的配慮を行う事業主の負担
に対する助成の在り方等について検討（平
成２３年１１月３０日に第１回を開催）
③地域の就労支援の在り方に関する研究会
地域の就労支援機関のそれぞれの役割や
連携の在り方について、障害者の雇用・就
労を一層促進する観点から検討（平成２３年
１１月２９日に第１回を開催）

（４）東日本大震災で被災した障害の
ある人への就労支援

東日本大震災で被災した障害のある人や障
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害のある人を雇用する事業主に対しては、平
成２３年４月から、全国のハローワークに設置
した「特別相談窓口」に加え、被災地の地域
障害者職業センター（設置県：青森、岩手、
宮城、福島、茨城、栃木、千葉）に「特別相
談窓口」を設置し、障害者の被災後の雇用継
続に関する相談業務等を実施している。
また、平成２３年度第３次補正予算では、①
被災地の障害のある人に係る実習型雇用終了
後の「正規雇用奨励金」の拡充（支給回数を
３回に増やし、計１５０万円支給。拡充前は２
回支給で計１００万円）や②障害者就業・生活
支援センターの就業支援担当者等の追加配
置、③地域障害者職業センターでのジョブ
コーチ等の増員などを盛り込み、被災地にお
ける障害者雇用の更なる充実を図っている。

２．総合的支援施策の推進

（１）障害のある人への地域における
就労支援

障害のある人の就労支援の充実と活性化を
図るため、雇用・福祉・教育の一層の連携強
化を図ることとし、ハローワークを中心とし
た関係機関とのチーム支援や一般雇用や雇用
支援策に関する理解の促進、障害者就業・生
活支援センター事業、トライアル雇用事業、
ジョブコーチ等による支援などを実施してい
る。
これらを踏まえ、障害福祉計画において、
福祉施設から一般就労への年間移行者数を２３
年度までに１万人とすることとしている。

ア ハローワーク
就職を希望する障害のある人に対しては、
ハローワークで、求職の登録の後にその技
能、職業適性、知識、希望職種、身体能力等
に基づき、ケースワーク方式による職業相談
を実施し、安定した職場への就職・就職後の

職場定着を支援している。
このため、ハローワークの障害のある人の
専門窓口では、障害のある人の就職支援を専
門に担当する就職促進指導官を配置し、個々
の障害特性に応じたきめ細かな職業相談を
行っている。また、ハローワークが中心とな
り、福祉施設等の利用者をはじめ、就職を希
望する障害のある人一人ひとりに対して、ハ
ローワーク職員と福祉施設等の職員等がチー
ムを結成し、就職から職場定着まで一貫した
支援を実施している。

① ハローワークを中心とした「チーム支援」
福祉施設利用者や特別支援学校卒業（予定）
者等の一般雇用への移行を図るため、ハロー
ワークが中心となって、福祉、教育等の関係
機関からなる「障害者就労支援チーム」を作
り、就職に向けた準備から職場定着までの一
貫した支援を行う「チーム支援」を実施して
いる。
平成２３年度からは、障害者雇用の専門的知
識を有する就職支援コーディネーター（障害
者支援分）を活用し、地方自治体、医療機関
なども含めた地域の関係機関との連携体制の
更なる強化を行い、継続的な支援を実施する
ことで、福祉・教育からの一般雇用への移行
を促進している。

② トライアル雇用
障害のある人の取組が遅れている事業所で
は、障害者雇用に取り組む意欲がありながら
障害者雇用の経験が乏しいために、障害のあ
る人に合った職域開発、雇用管理等のノウハ
ウがなく、躊躇する場面がある。また、障害
のある人本人についても仕事内容に対する不
安等を持っている場合があるため、ハロー
ワークでは、障害のある人の雇用のきっかけ
づくりを目的とした短期の試行雇用（トライ
アル雇用事業）を実施し、その後の一般雇用


